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1.はじめに

土砂災害防止法第4条では、「都道府県はおおむね5

年ごとに基礎調査を行うこと」とされており、各都道府

県では指定済みの土砂災害警戒区域等について順次「見

直し調査」を進めている。見直し調査では、保全対象や

土地利用状況の変化、地形改変や対策施設の新設等の有

無の確認を行い、変化が確認された箇所について、必要

に応じて土砂災害警戒区域等の範囲の変更や解除、公示

図書・区域調書等の見直しが行われている。

見直し調査箇所の抽出を目的に実施する「概略調査」

では、机上調査のほか現地確認が欠かせないが、中山間

地域では人口減少や高齢化の進展に伴う放棄地が増加し

ており、かつては樹林地や農地へのアクセスが容易であ

った箇所でも、その後人の出入りが途絶え、里道が荒

れ、現地への立ち入りが難しくなっているところも多く

なってきている。

このような箇所に対して、地形や土地利用の変化等の

有無の概要を効率的に確認する方法として、UAVを利用

した調査を試行した。

2.検討方法

茨城県水戸土木事務所管内の笠間市において実施した

土砂災害防止法に基づく基礎調査（概略調査）にて、地

形改変や土地利用・保全対象等の変化の有無を確認する

手法として、「①従来通り踏査・目視確認による方法

（以下「現地踏査」という。）」と、「②UAVを利用して

確認する方法（以下「UAV調査」という。）」を試行し、

両者の特性や作業効率等について比較した。

作業にあたって使用したUAVは、市販の汎用機（DJI

Air3S）である（図1）。

図1 調査に使用した機材およびスペックと運航例

両者の作業の流れおよびぞれぞれの標準的な所要時間

を図2に示す（図中に示した作業時間の「±」は現地状

況に応じて大きく増減することを示す）。

図2 現地踏査とUAV調査の作業手順と作業時間の比較

3.検討結果

各調査方法の特性とメリット・デメリット等をまとめ

ると表1のようになる。また、それぞれの調査法による

調査結果の例を図3,4に示す。

表1 各調査法の特性とメリット・デメリット
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図3 現地踏査による調査結果の例

図4 UAVによる調査結果の例

草本の繁茂等により現地立ち入りが困難であった箇所

の調査結果を比較すると表2のようになる。

表2 踏査踏査とUAVによる調査の例とその比較

概略調査で求められる「土砂災害警戒区域の形状に影

響を及ぼすような地形の変化」や「新たに設置された対

策施設の確認」といった項目は、UAVを用いた調査でも

十分に確認可能であり、作業の効率化、安全の確保、俯

瞰的な確認、記録性の向上などの効果が認められた。

4.まとめと課題

UAVを利用した概略調査では、区域指定後の地形や土

地利用の変化を安全かつ効率的に把握し、詳細な確認が

必要な箇所とそうでない箇所の選別が効果的に実施でき

た。また、えん堤工など新規に対策施設が施工されてい

るようなケースでは、その位置や規模を簡便かつ高精度

に記録し、区域再設定に向けた資料作成に活用できた。

UAVにより撮影した画像から3次元モデルを構築するこ

とにより、調査時点の地形がデジタルアーカイブ化され

たことから、今後、地形変化や建物の変化等を数値的に

解析する際の基礎資料としての活用も期待できる。

現地踏査とUAV調査の双方の適用性とメリット・デメ

リットを十分に理解したうえで、現場ごとに適切に使い

分けて調査を行うことにより、見直し調査を効率的・効

果的に推進することができる。
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